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企業等における公正な採用選考の実現に向けて〔要請〕 

 

時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、厚生労働省においては、公正な採用選考について、応募者の基本的人権を尊

重し、広く応募者に門戸を開くとともに、適性・能力に基づいた採用選考を行う公正

な採用選考システムの確立が図られるよう啓発を行っているところですが、近年の情

報化の進展に伴い、インターネット上に差別的な書き込みが行われるなどの状況変化

が生じていることを踏まえ、このたび厚生労働省職業安定局長から別添のとおり、各

企業における公正な採用選考の実現に向けて協力要請がありました。 

 つきましては、貴協会会員企業の皆様に、周知・啓発くださいますようお願い申し

上げます。 

 

以 上  

 

 

 

 

担当：労働部 又木 













LL060401 就01

（事業主のみなさまへ）



LL040401 就02

※令和４年度にハローワークで把握した
　802件の内訳

求職者等の個人情報の取扱いについて
・職業安定法では、募集に応じて労働者になろうとする者等の個人情報を収集、保管、使用する際には、業務の目的を

 明らかにし、業務の目的の達成に必要な範囲内で行わなければならない旨を規定しています

・法に基づく指針が公表され、原則として収集してはならない個人情報等を規定しています

出自、障害、難病の有無及び性的マイノリティなど特定の人を排除せず、求人条件に合致する全ての人が応募できる
ようにしましょう。

身元調査などの実施

など

など

合理的・客観的に必要性が認められない
採用選考時の健康診断の実施

本人の適性・能力に関係ない事項を
含んだ応募書類の使用

など

職業・続柄・健康・病歴・地位・
学歴・収入・資産など（ ）

間取り・部屋数・住宅の種類・
近隣の施設など（ ）

（労働施策総合推進法第9条）

採用選考の方法

せられる

思想
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住宅状況
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本籍・出生地
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健康診断
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その他

37.3%
家族に関すること

「家族に関すること」の質問が多く占めています。


